第８章　製造業
概況
　本府工業の昭和54年12月31日現在における製造業稼動事業所数は、7万2,506事業所で、前年の７万台回復を、0.4パーセント(312事業所)の微減で維持した。
　業種別にみると、重化学工業部門で、前年まで漸減傾向にあった鉄鋼が7.3パーセント(129事業所)増と大幅に増加したものの非鉄金属、電気機器では微増にとどまった。なお他の６業種で減少し、なかでも、石油・石炭が10.6パーセント(7事業所)減と大きく、精密機器の4.1パーセント(38事業所)減が目立った他は、輸送機器2.0パーセント(39事業所)減、化学1.1パーセント(12事業所)減､一般機械0.4パーセント(44事業所)減となっている。
　軽工業部門では、前年13.7パーセントと大幅に増加したゴム製品が本年も5.1パーセント(45事業所)増と引き続き増加を示し、出版、印刷、なめし皮、その他が微増、他の７業種は総じて減少した。
　48年以降減少傾向にある従業者数は93万4,820人と前年に比べ0.4パーセント(4,126人)減と前年と同率の微減となった。
　業種別にみると、重化学工業部門では前年大幅に減少した鉄鋼が9.3パーセント(4,483人)増、電気機器が3.3パーセント(3,193人)増加したが、一般機械、化学、精密機器では微増にとどまった。
なお他の４業種で減少し、なかでも、前年に引き続き輸送機器が8.5パーセント(3,704人)減、石油・石炭が4.2パーセント(104人)減となった。
　軽工業部門では、窯業・土石、出版・印刷、その他、が微増している他は総じて減少し、なかでも前年増加した衣服の6.3パーセント(2,558人)減が大きい。なお、木材が前年同様の落ち込みを見せ、4.8パーセント(781人)減となっている。
　製造品出荷額等は、16兆6,945億円で前年に比べ9.9パーセント(1兆4,995億円)増と、前年の伸び率4.2パーセントを大幅に上回った。しかし、本府工業生産指数からは、昨年低迷していた一般機械が伸長した反面、大幅に増加した金属製品が減少するなど業種間における業況の跛行性が見られると共に、業種における生産活動の不安定性がみられる。
　部門別にみると、重化学工業、軽工業の両部門とも増勢を示したが、特に重化学工業部門の伸び率は11.6パーセント(1兆1,313億円)と大幅な増加となった。また、軽工業部門も6.8パーセント(3,682億円)と前年同様着実な伸びを示した。
　業種別にみると、重化学工業部門では非鉄金属が製練、精製業、圧延業の好況に支えられ23.2パーセント(1,241億円)と大幅な増加を示した。次いで鉄鋼が製鉄業(高炉)や製鋼及び圧延業(電気炉)の復調により20.7パーセント(3,221億円)増と大幅な伸長を示した。又、前年大幅に落ち込んだ石油・石炭が業況の回復により15.3パーセント(740億円)増と回復し、化学も有機化学工業の伸長により13.1パーセント(1,974億円)増となった。また、一般機械でも事務用、サービス用、民生用機械器具などの伸びにより12.7パーセント(2,136億円)と着実な増加を示した。又、電子応用装置、民生用電気機械器具の好況に支えられ電気機器が11.2パーセント(l,804億円)と増加し、精密機器、金属製品がそれぞれ9.6パーセント増、4.3パーセント増と続いている。一方、前年同様、船舶製造、修理業の引き続く不振により輸送機器は8.0パーセント(583億円)減と本年も落ち込んでいる。
　又、軽工業部門では、メリヤス、織物業の好況と、前年落ち込みを示した紡績業などの復調により繊維が11.2パーセント(1,085億円)と増加し、次いで､出版・印刷が10.8パーセント(731億円)増、パルプ・紙が紙製容器の伸長により10.6パーセント(503億円)増、なめし皮が10.2パーセント(96億円)増、セメント・同製品の増加により、窯業・土石が8.3パーセント(242億円)と増加した。なお合板製造業、建築用木製組立材料製造業の不振で前年まで漸減していた木材が7.0パーセント(158億円)と増加したのが注目される。又、プラスチック製品の伸長により、その他の製造業が11.4パーセント(1,020億円)と大幅に増加している。一方､前年まで堅調な伸びを示していた衣服が外衣製造業などの落ち込みにより、4.3パーセント(154億円)と減少し､次いで、飲料品などの不振で食料品が1.7パーセント(175億円)と減少したのが注目される。
　地域別に出荷額をみると、各地域とも上伸しているが、なかでも、前年減少した泉北地域が、堺市をはじめ全市で伸びをみせ13.7パーセント(3,445億円)と増加し､豊能地域17.4パーセント(931億円)増、中河内地域11.6パーセント(2,173億円)増、泉南地域11.2パーセント(877億円)増、と4地域で府平均伸び率9.9パーセントを上回る10パーセント台の上昇を示した。
　一方、前年まで3年連続10パーセント台の伸びを示していた南河内地域が6.8パーセント(388億円)増、北河内地域で8.4パーセント(1,617億円)増、大阪地域では9.0パーセント(5,107億円)増、三島地域では3.4パーセント(457億円)増と府平均伸び率を下回ったもののそれぞれ前年比で増加を示した。
工業生産活動の動向
　昭和54年の大阪府工業生産指数は、年平均で122.4(昭和50年基準製造工業)となり、53年の121.2に比較して1.0パーセントの増加となった。
　15業種のうち、昨年と比べ上昇したのは、一般機械の12.0パーセント増をはじめ10業種、一方、低下したのは、金属製品の16.4パーセント減をはじめ5業種となっている。
　次に生産の推移を四半期別にみると、1月から3月期は、金属製品の低迷から前期比(季節調整済指数)10.3パーセント減となり、4月から6月期は2.7パーセントの増加、7月から9月期は金属製品の大幅高から13.4パーセントの増加となっているが、10月から12月期では10.4パーセントの減少となっている。
　年間の動きを前年同期比でみると、1月から3月期は2.7パーセント増、4月から6月期は1.3パーセント増、7月から9月期は6.5パーセント増となっているが、10月から12月期は5.8パーセント減となっている。
　生産の推移を財別でみると、前年比変化率で、昨年のほぼ逆の傾向を示し、投資財は前年比6.5パーセントの増加(昨年2.7 パーセント減)、そのうち、資本財が8.4パーセント増(同5.7パーセント減)であり、特に土木建設機械、風水力運搬機械、精密機械等の増加が顕著である。
　一方、消費財は5.9パーセントの減少(同15.8パーセント増)となっており、そのうち、耐久消費財が16.3パーセント減(同33.4パーセント増)であり、暖ちゅう房熱機器、ラジオ・テレビ音響機器等の減少が目立っている。
